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研究成果の概要（和文）：国内外における観光人材育成社会人教育の実施状況について調査、整理し、自治体職
員対象の指標設定等に関わるデータ教育プログラムを企画・試行し評価した。
多主体との連携による持続的な観光地域づくりのために、トップ・中核・ボトム層への多主体への地域資源教育
展開が必要であるとの知見から、抽出した地域資源マネジメント事例において、地域教育を実践的試行のうえで
整理した。
さらに、観光地の地域資源マネジメントに国際環境認証を活用している事例についての研究を国内外に発表し
た。

研究成果の概要（英文）：We surveyed and organized the status of implementation of tourism human 
resource development adult education in Japan and abroad, and planned, trialed, and evaluated a data
 education program related to indicator setting, etc. for local government officials.
Based on the knowledge that it is necessary to develop regional resource education for multiple 
entities at the top, core, and bottom levels in order to create a sustainable tourism region through
 cooperation with multiple entities, we organized regional education through practical trials in 
selected regional resource management case studies. 
Furthermore, research on the case study of utilizing international environmental certification for 
regional resource management in tourism areas was presented both domestically and internationally.

研究分野： 観光学　都市計画学　デザイン学　観光地域づくり

キーワード： 地域資源　地域学習　地域ブランディング　持続可能性　観光教育　人材育成
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究においては、持続可能な観光地域づくりために多主体への地域資源教育が必要であるとの知見を国内外に
示すことができた。持続的な観光地域づくりには地域資源のマネジメントと観光関連産業の経営を両輪で連携し
ながらの施策実践が不可欠である。トップ層からボトム層までの官民協働での観光地域づくりのためには、地域
において適切な施策立案や地域での適切な地域資源マネジメント実践を実現する人材が求められる。
本研究の成果は、各地における地域資源教育展開において応用可能である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 

１．研究開始当初の背景 

 
(1)本研究課題の申請時における背景 
①観光政策立案実践に向けた適切なデータの収集･分析･理解･活用の必要性 
 我が国では 2014 年に「まち･ひと･しごと創生法」が制定され、地方創生政策による日本社会
全体の活力向上が目指されている。少子高齢化や人口減少の進む地域の創生においては、観光に
よる交流人口の拡大や経済効果に期待が寄せられている。当法では、各自治体に対し総合戦略策
定の努力義務が課された。さらに PDCA サイクルによる効果検証、管理が求められ、基本目標に
数値目標：KGI（Key Goal Indicator）を、そしてこれを達成する為の施策や事業に、KPI（Key 
Performance Indicators）を設定することが不可欠となった。このために 2015 年より RESAS（リ
ーサス）地域経済分析システム（内閣府）が無償提供されている。一方で、世界観光機関（UNWTO2004）
は、持続可能性のある観光地計画において、推奨するベースライン指標を提示しているが、我が
国の自治体による観光施策において、これらの推奨指標（例えば「観光に対する住民の満足度」
の KPI 設定）がある例は、地域 DMO 申請 50 自治体中 1、交流を促進する先進観光地においても
42 自治体中 4 と 1 割に満たない（平田 2017）のが現状である。 
 
②観光人材の分類・整理およびそのカテゴリーに合わせた教育提供の遅れ 
 竹林(2009)は、日本においては科学の一領域として理論的な教育研究は遅れをとっており、各
国の観光研究・観光教育を概覧しても、観光事象自体や諸要素について体系的に整理されたり共
通理解がなされたりした状態といえないとした上で、観光人材について、観光経営人材（観光事
業経営体）と地域経営人材（自治体･地域経営体）に大別している。観光庁は、観光人材として、
1.観光経営マネジメント、2.観光地域づくり、3.インバウンド対応を挙げ、育成施策を展開、さ
らに、全国の観光地域づくり人材育成の取組みに関する調査を行い、全国 1,239ヶ所の人材育成
プログラムの内容を公開している。また、種村ら（2016）は、支援タイプ別地域観光人材の概要
を整理している。京都北部 9 大学による「地域公共政策士」資格教育プログラムの提供も 2011
年より行われているが、限定エリアに留まる。このように、観光人材の分類、整理は定まってお
らず、必要とされる能力や知識に合わせた教育プログラムが展開されている状態とはいえない。 
 
③本研究課題の申請時における動機 
本研究の申請者は、これまで、行政や地域事業者、住民が協働で取り組むボトムアップ型の地

域ブランディング方法論について、ワークショップの企画、開催を通した実践的研究を行ってき
た。その中で、自治体職員を含む地域一体となっての地域ブランディング推進体制の提案や地域
ブランディング個別要素の一分類（交流･特産物･環境）を示した。また、自治体職員を対象とす
る観光人材教育の現状を整理し、自治体職員を対象と
する地域創生スクールの企画・運営を行いつつ、観光
まちづくりを目指す多摩地域自治体の設定するKGIや
KPI についての調査を行った。図 1 に示した通り、我
が国において、観光経営マネジメントのための人材教
育は多く展開されている一方で、観光地域づくり、地
域資源マネジメント人材の教育展開は数が少ない。 
自治体職員が最終的に観光地域づくりや地域資源

マネジメントを主導していく人材となるには、データ
に基づく観光政策立案実践のための専門スキルを育
てる適切な教育が必要と感じた。そのためには、観光
政策立案実践人材に必要となる素養・知識・技術の把
握、特定が必要であり、さらに、住民の観光地域づく
り参加を円滑に進めるためにも、主導する立場となる
自治体職員対象の教育プログラムを開発することが
急務であるとの見解に至った。          図 1 観光人材の分類とカテゴリー分類案 

                            （出典：申請者作成） 
２．研究の目的 

 

本研究課題の申請時における当初の研究の目的は、以下の 3 点とした。 

(1)先進観光地自治体の KGI・KPI の抽出分析と観光政策立案実践人材の把握 
(2)先進観光地事例における観光政策立案実践人材に必要となる素養・知識・技術の把握 
(3)自治体職員を対象とする観光政策立案実践人材教育プログラムの提案 
以上により、自治体や地域事業者などの地域の多主体で、各地の地域の創生を実現していく官

民協働での観光地域づくりを進めるために、観光政策の企画立案および地域での実践を実現で
きる自治体職員に必要となる素養、知識、技術内容を把握し、データ力等の教育プログラムを提
案することを目的とした。 



３．研究の方法 

 

本研究においては、申請時における研究計画から研究の方法を一部変更し、以下の方法により
研究を行った。 
 
(1) 自治体職員対象教育プログラムの企画と試行およびその評価 
国内外における観光人材育成社会人教育の実施状況について調査し整理、また、受講対象の自

治体の観光政策の KGI･KPI の設定状況を調査する。これを基に教育プログラムのカリキュラム
を企画し試行する。試行した教育プログラム受講者によるアンケート回答結果の分析を行う。 
 
(2) 地域資源マネジメント人材に必要となる素養、知識、技術内容の調査 
 地域資源マネジメント実践事例に関わるキーパーソンへのインタビュー調査から、観光地域
づくりに欠かせない地域資源マネジメントのために必要となる素養、知識、技術内容を把握する。 
さらに、抽出事例における地域資源マネジメント人材による観光地域づくりに向けた活動の詳
細を把握、整理する。地域資源マネジメントを通した持続的な観光地域づくりの事例調査を行う
ことにより、今後の観光地域づくりや地域資源マネジメントを主導する立場となる人材に求め
られる知識や能力等を明らかにする。 
 
４．研究成果 
 
(1)自治体職員を対象とした教育プログラム企画と実践 
観光政策立案実践人材に必要となる知識や技術内容を把握するため、国内外における観光人

材育成社会人教育の実施状況について調査、整理し、合わせて、東京都多摩地域自治体による観
光政策の KGI･KPI の設定状況を調査した。その上で、１．研究開始当初の背景で述べた 2015 年
より無償提供されている RESAS（リーサス）地域経済分析システム（内閣府）を分析ツールとし
て使用する政策指標設定等に関わるデータ教育プログラムを企画し試行した。当該教育プログ
ラムは、多摩地域の自治体職員を対象とした地域創生スクールとして開催した。 
試行した教育プログラム受講者によるアンケート回答結果の分析により、データ活用のため

の教育における課題や、データ分析やデータ理解の能力のみならず政策立案能力の育成が必要
であること等の知見が得られた。 
 

 
図 2：企画試行した地域創生人材教育プログラム第 2 期カリキュラム（左）と受講者アンケート 

 自由記述の分析結果一部抜粋（右） 
（出典：平田 徳恵・清水 哲夫・川原 晋・岡村 祐, 2018，地域創生事業立案のための自治体職
員を対象とする研修プログラムの実践と評価,都市計画論文集,53(3) p.476 表 3・p479 図 4 より
一部抜粋） 
 
(2) 地域資源マネジメント実践事例についての調査研究 
環境 NPO/NGO の国際環境教育基金（FEE：The Foundation for Environmental Education)が認

定する海辺の国際環境認証ブルーフラッグに着目し、ビーチという地域資源のマネジメントに、
ブルーフラッグ認証取得活動を活用し、観光地域づくりに生かしている事例として調査研究を
行った。日本では 2016 年に、日本初かつアジア初の 2 つのブルーフラッグビーチが誕生してい
る。この日本のブルーフラッグビーチ全 2 事例（2018 年当時）について、現地調査およびブル
ーフラッグ認証取得活動関係者へのインタビュー調査を行った。その上で、ブルーフラッグ認証
の持続的な観光地づくりを促すツールとしての可能性について、UNWTO の持続的観光地指標と照
らし分析を行った。 
その結果、ブルーフラッグの指標は地域の社会的側面を重視したものであることが分かった。

また、官民連携による活動における課題や、海を介した小学生への環境教育による大人世代への
地域資源価値の周知、活動実践への巻き込み、ボトムアップ型の地域ブランディングへの期待が



あること等を明らかにした。 
 
(3)地域資源マネジメント人材による地域資源教育の展開 
地域資源マネジメント実践事例に関わるキーパーソンへのインタビュー調査により得られた

知見から抽出した地域づくりの事例において、当該地域における地域資源教育の実践的な試行
（図 3）を通し、これらを整理、分析した。地域資源を適切に調査し、その調査内容を地域内外
に伝えることにより、当該地域においての地域資源マネジメントに関わる人材の発掘や地域内
での地域資源の価値共有につながること等が明らかになった。 
課題として、具体的には、活動の後継者不足や建物等の保存・再生・活用のための技術の地域

内周知、これらの技術を地域住民が学習できる機会提供の必要性をあげることができた。 
トップダウンではなくボトムアップ型による観光地域づくりのために、今後、トップや中核お

よびボトム層におよぶ人材（図 1）への地域資源マネジメント教育が求められることが示唆され
た。 
 

図 3：夷隅地域における地域資源学習プログラムの配布スライド資料抜粋と実践の様子 
（出典：平田徳恵・堀口智子,2021,夷隅地域におけるボトムアップ型エコミュージアム構想その
３：地域資源の保存・再生・活用技術の地域内共有,日本建築学会（東海）大会学術講演梗概集,
（教育）,p28 図 4 一部編集） 
 
(4）国外研究者との共著図書出版による研究発表 
行政と民間の連携が欠かせない国際環境認証取得活動等について、日本におけるブルーフラ

ッグビーチの調査を行い、図書出版に向け英文による論文を執筆した。 
4．研究成果（2）に前述の通り、ブルーフラッグの認定機関は、環境 NPO/NGO の国際環境教育

基金（FEE）である。日本では、2016 年にアジア初の 2 つのブルーフラッグビーチが誕生し、現
在（2023 年 3 月時点において）６ビーチとなった。しかし、まだ日本におけるブルーフラッグ
歴史は浅い。そこで、本英語論文では主に、①各ビーチの関係者がブルーフラッグにどのような
効果を期待しているのか、そして、②ブルーフラッグによる社会的効果は生み出されているのか、
以上 2 点を明らかにすることを目的とした。 
文献調査等により、我が国における海水浴の歴史や海岸エリア利用の特徴、海水浴場に関する

管理や表彰および観光政策について把握した。また、国内のブルーフラッグ組織関係者に対する
インタビュー調査により、ブルーフラッグの地域側の認証取得の動機や、体制づくりや取得経緯、
取得前後の活動等について調査し、分析を行った。 
その結果、図 4 に示した通り、ブルーフラッグの関係者が周辺住民を巻き込んでの「Beach 

Environment Management」（ビーチ環境のマネジメント）と「Human resource development」（人
材教育）の活動を継続的に行うことにより、「Community development that takes advantage of 
the sea」(海を活かしたまちづくり)へとつながることが分かった。加えて、2022 年に生まれた
ブルーフラッグ認証に関わる国内の新体制の状況から、日本におけるブルーフラッグビーチの
今後を展望した。 
 

図 4:ブルーフラッグの活用による観光地域づくり（海を活かしたまちづくり） 
（出典："Blue Flag Beaches: Economic Growth, Tourism and Sustainable Management" 

Routledge,2023,p.246．湘南ビジョン研究所パンフレット「ミッション」の図を基に作成） 
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